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本論文では，中小地方都市における公共交通計画の立案に必要な情報を獲得するための簡易な交通実態

調査手法について議論する．対象とする都市は，人口規模 30 万人以下で大都市圏以外の地方都市である．

まず，山口県内都市の公共交通政策担当者に対して実施したヒアリングの結果を示す．次に，ヒアリング

結果に基づいて，実際に，簡易交通実態調査の手法を提案する．さらに，提案した簡易調査手法における

交通手段分担率推定の誤差に関する分析結果を示す．最後に本論文で得られた知見をまとめ結びとする．  
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1. はじめに 
 
地方都市においては，モータリゼーションの進行と人

口減少に伴い，公共交通の利用者の減少が継続している
1)．公共交通事業者の経営破たん 2)等が発生する中，公共

交通のマネジメントにおいて地方自治体が果たすべき役

割は増大しつつある． 
また，国の地域公共交通活性化・再生総合事業 3)や，

地域公共交通確保維持改善事業 4)では，自治体が事務局

となって利害関係者から成る協議会を組織し，公共交通

のための計画を策定することが求められている．さらに，

コンパクトシティを具体化しようとした場合，公共交通

ネットワークが果たす役割は大きい 5)ことから，低炭素

まちづくりにおいては都市計画と有機的に連携した公共

交通政策の立案が求められている 6)．以上のように，地

方自治体が公共交通計画の立案・マネジメント能力を有

する必要性が高まっていると言える． 
しかし，実態としては，公共交通政策を担う自治体の

体制の不備 7)が指摘されている．若菜 8)は，岩手県三陸地

域の自治体に対する東日本大震災以前のヒアリングで，

市町村の多くにおいて公共交通担当の職員が1名である

こと，他の業務と兼務しているケースも多いこと，職員

の交替周期が短く継続性の担保が課題であることなどを

指摘している． また塩士ら 9)は，全国自治体を対象とし

たアンケート調査において，約三分の一の自治体が「公

共交通専任の担当者が少ない（またはいない）」ことが課

題であると回答していると報告している． 
また，交通政策を議論する前提となる，都市の交通実

態に関するデータの蓄積や分析も十分とはいえない．地

方部においては，パーソントリップ調査（以下PT調査）

が一度も実施されていない都市も少なくない．また PT
調査が実施されている都市においても，その実施頻度が

低い場合，公共交通計画に活用することが困難となる．

例えば山口県においては，過去 PT 調査が実施されたの

は3都市圏のみであり，いずれも1回のみの実施である．

前述の国の補助プログラムを活用する際には交通実態調

査が実施されるものの，その後の継続的なマネジメント

に必要とされる，市民の交通行動の経年的変化を把握す

るための調査は必ずしも十分実施されていない． 
十分な予算措置が講ぜられるのであれば，地方都市に

おいても PT 調査が一定頻度で実施されることが望まし

い．しかし，地方都市において交通実態調査が十分実施

されない理由として，調査費用の不足が考えられる．一

方で，先述のように，近年では地方都市においても，規

模の大小を問わず，自治体は公共交通マネジメントを中

心的に担うことが求められている．現状において，地方

都市が交通実態調査に対する予算制約に直面している以

上，その制約を考慮した公共交通計画の策定手法が求め
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られていると考えられる．従って，比較的低費用で実行

できる調査法が存在すれば，地方都市においても高い頻

度で調査を実施することが可能となると考えられる． 
調査費用の軽減のためには，少ないサンプル数で交通

実態を把握する必要がある．そこで，回答者に「実移動」

を尋ねるのではなく，「外出習慣」を尋ねる調査形式が考

えられる．外出習慣の回答は，都市内で実際に生起した

交通行動に対する回答ではない．そのために，PT調査に

代表される実移動の調査と比較して，調査結果に誤差が

生じる可能性がある．特に，簡易な調査でゾーン間 OD
を正確に把握することは困難である．しかし，公共交通

計画の立案に必要とされる情報は，都市の交通実態の一

部である．その領域において誤差の少ない情報が得られ

るのであれば，公共交通計画の立案上は，調査の簡易化

に伴う弊害は少ないものと考えられる． 
各地方都市においては担当者やコンサルタント，大学

等によって企画された交通実態調査が実施され，公共交

通計画に利用されている（例えば 10）,11)）．また，調査手

法の標準化を目指す取組みも存在する 12）．しかし，地方

都市の公共交通計画立案に最低限必要な情報からフィー

ドバックして調査項目を絞り込む分析事例は少ないもの

と考えられる．本論文と同様に調査費用の縮減や記入者

の負担軽減を意図した交通調査論として柴谷ら 13）の研

究も存在するが，実移動の把握を志向しており，調査対

象を外出習慣に変更することによる調査の簡便化という

本論文のアプローチとは異なる． 
本論文では，以上のような視点から，中小地方都市に

おける公共交通計画の立案に必要な情報を獲得するため

の簡易な交通実態調査手法について考察する．以下，本

論文の構成について述べる．第2章では，本論文で対象

とする「中小地方都市」の定義について説明する．第 3
章では，山口県内自治体の公共交通政策担当者に対して

実施したヒアリングの結果を示す．第4章では，ヒアリ

ング結果に基づいて，実際に，簡易交通実態調査の手法

を提案する．第 5章では，提案した簡易調査手法におけ

る交通手段分担率推定の誤差に関する分析結果を示す．

第 6章では，本論文で提案する簡易交通実態調査に基づ

いた，中小地方都市の公共交通マネジメントについて議

論する．第7章では本論文で得られた知見をまとめ結び

とする． 
 

 

2. 対象とする中小地方都市の定義 
 
第1章で論じたように，本論文では中小地方都市の公

共交通計画に用いるための交通実態調査手法に関する考

察を行う．そのために本章ではまず，本論文が対象とす

る「中小地方都市」の定義について論ずる．本論文では，

以下の3条件を満足する都市を対象とする． 
 
I. 人口規模が30万人以下の都市 

人口30万人以上の都市においては，公共交通ネッ

トワークは複雑化し，複数経路間の競合や乗継を

伴うこととなる．一方それ以下の中小都市におい

ては，出発地と目的地（ODペア）が特定されれば，

公共交通ネットワーク上での経路の特定は比較的

容易である．本論文ではそのような比較的単純な

構造の公共交通ネットワークを有する都市を対象

とする． 
 
II. 首都圏，京阪神圏，中京圏等の大都市圏域外の都市 

大都市圏においては，交通行動が一都市内で完結

するとは限らず，複数都市にまたがる交通行動も

一般的である．また大都市圏では，その圏域全体

の交通行動把握を目的としたパーソントリップ調

査が実施されており，それによって詳細なデータ

取得が可能であることから，本論文の議論の対象

とはしない． 
 
III. 一定規模の公共交通ニーズが存在すること 

I及び IIの条件を満足する都市は，地方部の中小都

市である．これらの都市においては一般に自動車の

交通手段分担率は 60％以上であり，鉄道，バス等

の公共交通の分担率は10％以下である 14）．しかし，

公共交通計画が必要とされる大前提として，都市内

において公共交通に対する一定のニーズが存在す

ることが挙げられる．そのニーズが，大都市圏の公

共交通に求められるものとは異なる可能性は存在

する．しかし，少なくとも，自家用車，自転車，徒

歩等の手段によって充足することが不可能な移動

ニーズが存在することが，交通実態調査が必要とさ

れる要件となる．具体的には，①自家用車を運転で

きない高齢者，障害者等の生活上の移動ニーズ，②

高校生の通学目的の移動ニーズ，③環境負荷軽減を

目的とした自動車からの転換ニーズ，等が考えられ

る． 
 
次章以下では，以上の I, II, IIIの3条件を充足する中小

地方都市を対象とした考察を行う． 
 
 
3. 中小地方都市の公共交通政策担当者に対するヒ

アリング 
  
3.1. ヒアリングの概要 
 



社会技術研究論文集 Vol.11, 22-32, April 2014 

24 

中小地方都市の公共交通計画において必要とされる情

報を特定するために，自治体の公共交通政策担当者を対

象にヒアリングを実施した．先述のように，地方都市に

おいては公共交通のマネジメントの実務を担う人材が不

足している．一方で，自身が公共交通計画の策定に関与

した経験を有する担当者の場合，計画立案上必要であっ

た情報について比較的詳細な知識を有している．また，

大都市圏とは異なる地方都市の交通の実情を把握してい

るのは，これらの担当者であると考えられる．以下にヒ

アリングの概要を示す． 
 
ヒアリング対象都市：山口県内のA市，B市，C市 

いずれの都市も，人口は 20 万人以下であり，第 2 章

における I の条件に合致している．また山口県内都市

であることから II の条件にも合致している．さらに，

近年公共交通計画を策定した経験を有しており，III
の条件にも合致するものと考えられる．A市及びB市

においては，ヒアリング対象者自身が自市の公共交通

計画策定時点で既に公共交通の担当者であり，策定作

業に中心的に関与している．またC市の担当者も，フ

ィーダー路線の新設に関与している．各市の担当者と

も，公共交通計画策定や路線新設の過程において，交

通事業者，市民，関係する国の出先機関等との情報交

換を蓄積しており，各市の公共交通の現状について把

握しているものと考えられる．従って，人的な面にお

いても，ヒアリング対象として妥当であると判断した． 
ヒアリング実施時期：2013年7月～8月 
ヒアリング内容①：調査項目の必要度 

以下の8種類の調査項目について，公共交通計画策定

の観点から，必要度についての回答を求めた． 
・目的地（ゾーンが把握できれば十分か，個別施設ま

で把握することが必要か） 

・出発地（調査が必要か，不要か） 

・経路（調査が必要か，不要か） 

・外出頻度（調査が必要か，不要か） 

・自分が将来自動車を運転することが困難となった際

の交通手段（調査が必要か，不要か） 

・外出時間帯（調査が必要か，不要か） 

・外出時間の長さ（調査が必要か，不要か） 

・交通手段分担率（調査が必要か，不要か） 

ヒアリング内容②：移動目的別の実態把握の優先度 

通勤，通学，買い物，通院，公共施設・銀行の5つの

移動目的の実態把握の優先順位についての回答を求

めた． 

 
3.2. 調査項目の必要度 
 調査項目の必要度に関する各市担当者の回答をTable 

1に示す． A市，B市の担当者からは同様の回答が得ら

Table 1 各調査項目の必要度に関するヒアリング結果 

A市 B市 C市
目的地 個別施設 個別施設 個別施設
出発地 必要 必要 必要
経路 不要 不要 必要

外出頻度 必要 必要 必要
将来の交通手段 不要 必要 必要

外出時間帯 必要 必要 必要
外出時間の長さ 不要 不要 必要
交通手段分担率 必要 必要 必要  

 
Table 2  移動目的の実態把握の優先順位(位) 

A市 B市 C市
通勤 3 3 4
通学 5 1 3

買い物 1 3 1
通院 2 1 2

公共施設・銀行 4 5 4  

 
れた．C 市の担当者はすべての調査項目が必要ではない

かとの回答であった．調査項目ごとの各市担当者のコメ

ントの主なものを以下に示す． 
 
(1) 目的地の把握 

「ゾーンでもある程度は把握できるだろうが，個別施設

まで把握できないと具体的な計画立案ができないた

め，個別施設の把握が必要． 」(B市)． 
 

(2) 出発地の把握 

「地区ごとの利用者数が予測できないと計画立案ができ

ないため出発地の把握も必要．」(B市) 
 

(3) 経路の把握 

「乗り継ぎは高齢者にとって大きな身体的負担となる．

また JRとバスの利用はそれぞれ独立しており，JRと

バスのダイヤがずれているため、乗り継ぎをすること

は少ないと考えられる．そのためあえて経路を把握す

る必要性は少ない．」(B市) 
 
(4) 外出頻度 

「費用を含めた効率性を考えた場合，漠然とニーズがあ

るというのみでなく，具体的にどの程度の量的ニーズ

があるのかを知る必要がある．そのためには実際の来

訪頻度に基づいて判断する必要があるため，外出頻度

に関する調査項目は必要．」(A市) 
 
(5) 将来の交通手段 

「回答者にとって，将来の交通手段を想定して回答する

ことは実際には難しいのではないかと考えられ，回答



社会技術研究論文集 Vol.11, 22-32, April 2014 

25 

に信頼性があるのかも不明なため不要．」(A市) 
「将来の交通手段を把握しておく必要はあるが、これを

計画に実際に利用することができるかは疑問である．」

(B市) 
 
(6) 外出時間帯 

「実際にダイヤを検討するうえで，いつ外出したいのか

についての情報は必要．午前，午後のみならず，もう

少しきめ細かく調査する必要がある．」(A市，B市) 
 
(7) 外出時間の長さ 

「買い物にせよ，通院にせよ，外出時間の長さは日によ

って異なるだろう．また人によっても異なるだろうが，

これら全てのニーズを充足することは難しい．従って

調査しても計画に生かすことができない．」(B市) 
 
(8) 交通手段の分担率 

「現在，住民がどの交通手段を利用しているか把握して

おくために最低限必要である．」(B市) 
 
3.3. 移動目的別優先度 
 Table 2 に移動目的別の実態把握の優先順位のヒアリ

ング結果を示す．各市とも，買い物，通院目的の移動の

優先順位が高いことが分かる．また，通学目的の移動の

優先順位はばらつきが大きい．さらに通勤目的の移動，

公共施設・銀行への移動の優先順位は低い．以下に移動

目的別の実態把握の優先順位に関する各市担当者のコメ

ントを示す． 
 
・A市 
「公共交通の利用者に高齢者が多いことから，高齢者の

利用目的として重要な買い物と通院目的の移動の実態

把握が最も必要．学生は毎年入れ替わるため変動が大

きすぎ，市民全体を対象とした調査では十分把握でき

ない．通学目的の移動は学校を対象に個別に調査をす

るべき．」 
 
・B市 
「公共交通の利用者は自動車を運転することができない

高齢者や学生である．従って通院目的と通学目的の移

動の実態把握が最も重要である．次に高齢者と学生に

共通する目的は買い物である．通勤に公共交通を利用

することはほとんどないと考えられる．」 
 
・C市 
「通勤の交通手段は自家用車が多く，公共交通の頻度は

少ない．公共施設・銀行へ公共交通を利用することは

少ないと思う．」 

4. 中小地方都市の公共交通計画のための簡易交通

実態調査手法の提案 
 
本章では，第3章に示した自治体の交通政策担当者を

対象としたヒアリング結果に基づき，中小地方都市の公

共交通計画立案を目的とした交通実態調査が満たすべき

要件について議論する．以下では主に，PT調査に代表さ

れる実移動の調査との対比に基づき，考察と提案を行う．

なお，付録に本論文の提案に基づいた調査票の例を示す． 
 
4.1. 実移動の調査から外出習慣の調査へ 
実移動を把握することを目指した交通実態調査におい

ては，回答者の特定の1日の実際の移動について，出発

地，目的地，移動目的，利用交通手段等を調査している．

これにより，回答者の1日の一連の移動（トリップチェ

イン）が明らかとなる．さらに，これらの回答を集計す

ることにより，都市全体における交通実態が明らかとな

る． 
一方，実移動の調査においては，多数のサンプルを必

要とするために，調査費用が増大する傾向にある．調査

費用が大きいことが，中小地方都市において高頻度で交

通実態調査を実施することを困難にしていると考えられ

る． 
そこで本論文では，中小地方都市の公共交通計画の立

案を目的とした調査においては，実移動の調査ではなく，

人々の外出習慣を調査することを提案する．具体的には，

一定の期間（1週間，1箇月間）における，主要な外出習

慣を訪ねる形式の調査を提案する．これにより，調査に

必要なサンプル数を絞り込むことができ，調査費用が軽

減されることが期待される． 
調査対象，調査形式が異なるが，実移動を記録する形

式の調査の限界に言及している研究として塚井ら15)があ

る．塚井ら 15)は，都市間トリップの調査において，過去

1 年に行ったトリップを回顧して回答する調査形式を提

案している． ある時点の実移動を高い精度で調査するこ

とが困難な場合，調査範囲を時間軸上で拡張し，過去の

実績（塚井ら 15)），あるいは定期的習慣（本論文）を調

査対象とする必要が生じると考えられる． 
外出習慣の把握に際しては，ヒアリングにおいて必要

性が確認された，出発地，目的地，外出頻度，外出時間

帯を調査する必要がある． 
 
4.2. 把握対象の絞り込み 
外出習慣を調査することにより，必要サンプル数の絞

り込みが可能となる．一方，調査対象を実移動ではなく

代表的な外出習慣に変更することにより，把握できない

交通行動が生じることが予想される．この点について，

ヒアリング結果を考慮し，地方都市の公共交通計画にお
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いて必要とされる情報が獲得できているかとの問題意識

に基づいて以下考察を行う．  
 

（1）把握対象とする移動目的の絞り込み 
実移動の調査においては移動目的の特定に先立って実

際の移動が存在する．一方，外出習慣の調査においては，

まずどのような目的による外出習慣を調査対象とすべき

かを特定する必要がある． 
3章のTable 2 より，中小地方都市の公共交通計画にお

いては①買い物・通院目的の移動 が最重視され，次い

で②通勤・通学目的の移動 が重視されていることがわ

かる．①は，中小地方都市の公共交通計画においては，

自動車を利用できない高齢者の移動ニーズの充足が最重

視されていることから，高齢者の生活に必須となる買い

物，通院時の移動手段確保への関心が高いためと考えら

れる．一方②の通勤・通学目的の移動の重要度が相対的

に低い理由としては，以下の点が考えられる． 
 

・地方都市においては就労人口の大半が自動車運転免許

の保有者であり，現状においては通勤目的の移動の大

半が自動車利用である．公共交通に対する顕在化した

ニーズの充足を公共交通計画の目的とする立場からは，

通勤目的の移動の把握の必要性は相対的に低い． 
 
・高校生は自動車を利用できないため，公共交通計画に

おいて通学目的の移動ニーズは重要と考えられる．し

かし，ヒアリング回答にもみられるように，全人口に

占める高校生の比率は小さく，かつ生徒の居住地分布

は毎年変動することから，サンプル調査では通学の実

態を十分把握できない．高校生の通学については，高

校を対象とした個別調査がより有効である． 
 
以上より，本論文では，中小地方都市の公共交通計画

立案を目的とする場合は，顕在化している移動ニーズを

把握する意味において，買い物・通院目的の外出習慣を

調査対象とすることを提案する．一方，職場モビリティ・

マネジメント 16)の実施を視野に入れた場合，通勤目的の

移動において公共交通に対する潜在的ニーズを顕在化さ

せるための施策が必要となる場合もあると考えられる．

そこで，通勤目的の外出習慣についても，調査対象とす

ることを提案する．以下では，買い物，通院，通勤の 3
目的の移動に限定して議論を行う． 
 
（2）把握外出先の限定 
実移動ではなく，外出習慣を調査対象とする場合，把

握される対象は，回答者にとって訪問頻度の高い外出先

に限定されることとなる．買い物目的の移動の場合，回

答者が日常的に食料品や日用品を購入する商業施設が回

答の大半を占めることとなる．また通院目的の移動であ

れば，慢性的な疾病に起因する定期的な通院のみが回答

される．一方，奢侈品の購入先や突発的な疾病に伴う通

院など，頻度の低い外出先は，通例回答に含まれない． 

中小地方都市の公共交通計画においては，都市内の移

動の大半が自動車によりなされている現状を前提とせざ

るを得ない．その場合，よりニーズの高い外出先への移

動手段確保を優先すべきであり，低頻度外出先への移動

ニーズに応えることは困難である．従って，上述のよう

な把握外出先の限定は，公共交通計画の策定という目的

においては正当化されるものと考えられる． 

一方，同一目的の移動であっても，高頻度の外出先と

低頻度の外出先で利用交通手段の傾向が異なる場合，後

述する交通手段分担率に誤差が生じる可能性がある．こ

の点については，第5章において実際の調査事例に基づ

いてさらに考察を行う． 

 
（3）経路情報の省略 
中小地方都市において公共交通ネットワークの構造は

比較的単純である．そのため，出発地と外出先が把握で

きれば利用経路の特定は比較的容易である．またヒアリ

ング回答にも示されたように，中小地方都市の都市内移

動においては複数の交通機関を乗り継いだ移動は少なく，

パークアンドライド，サイクルアンドライドの利用も少

ない．さらに，自動車中心の交通体系において，公共交

通サービスを供給し得るのは市民の自宅と外出先の間の

単純往復の移動需要が中心であり，複数の外出先を回遊

する移動ニーズに対応することは困難である． 

ヒアリングにおいても経路情報の把握が重要であると

の回答は少ないことから，出発地（回答者の居住地）と

外出先が把握できれば，その経路に関する情報は必ずし

も必要ないと考えられる． 

 
4.3. 調査頻度 
公共交通計画においては，都市構造の変化を把握して，

迅速に計画の見直しをすることが求められる．特に中小

地方都市においては，施設の改廃や道路の新設等によっ

て交通実態が一変することも起こり得る．従って，サン

プル数の絞り込みによって1回当たりの調査費用を軽減

することで，調査頻度を高めることが可能になると期待

される． 
 
4.4 交通手段分担率に関する議論 
 外出先とその際の利用交通手段，外出頻度を把握する

ことによって，当該都市における交通手段分担率を推定

することができる． 具体的には，利用可能な交通手段

がN種類存在するとき，交通手段 iの分担率Piは次式で

推定可能である． 
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ここで jは回答者，Jは回答者の集合，kは外出先，Kは

外出先の集合である．回答者 j が外出先 k に交通手段 i

を利用して外出すると回答した場合 1,, =kjiφ となる．そ

れ以外の場合は 0,, =kjiφ となる．また kjf , は回答者 j の

外出先 kへの月当たり外出頻度の回答である． 
公共交通計画の立案にあたって最も必要とされるのは，

市民の移動ニーズに関する情報である．その点において，

交通手段分担率は計画立案に必須の情報とは言えない．

しかし，ヒアリングにおけるコメントにも示されたよう

に，計画立案者が，自らの都市の交通実態の概況を理解

するうえで，自動車への依存度を把握することは重要で

ある．また，前述のようにモビリティ・マネジメントを

実施する場合には，ベンチマークとして当該都市の自家

用車の分担率の現況を把握することが求められる．従っ

て，都市交通政策の視点からは，交通手段分担率を把握

することには意義が認められると考えられる． 
ただし，4.2（2）で論じたように，本論文で提案する

簡易調査手法では，訪問頻度の高い外出先のみから(1)式
を適用して交通手段分担率を推定することとなる．その

ため，推定値に誤差が生じる可能性も考えられる．この

点について，次章で実データに基づいた分析を行う． 
 
 
5. 交通手段分担率の誤差傾向の把握 
 
本研究で提案する簡易調査は，実移動ではなく外出習

慣を調査対象としている．また，4.2 で議論したように，

移動目的や把握外出先を絞り込んでいる．従って，その

精度は，サンプリングの如何に関わらず，常に PT 調査

よりも低いものとなると考えられる．ただし，移動目的

によって，その誤差の程度には差異があるものと考えら

れる．地域の違いやサンプリングの方法に関わらず，誤

差に一定の法則性が存在するのであれば，簡易調査の限

界を理解し，適用可能な範囲を明らかにする上で有効で

あると考えられる． 
 そこで本章では第4章で提案した簡易交通実態調査に

おける，交通手段分担率の誤差傾向に関する分析を行う．

筆者らは山口県宇部市において実移動の調査を2006年
に実施している．また本論文の提案手法に準じた簡易調

査を2011年に実施している．本章ではまず，これらの調

査における分担率の比較分析を行う．さらに，2010年に

Table 3 通勤目的の移動の交通手段分担率の比較（宇部市） 

[通勤] 宇部実移動調査(2006)(%) 宇部簡易調査(2011)(%)
自動車 84.3 78.5
自転車 7.4 7.4
徒歩 3.2 8.0
バス 0.5 2.2
電車 0.2 1.3

その他 4.4 2.6  

Table 4 買い物目的の移動の交通手段分担率の比較（宇部市） 

[買い物] 宇部実移動調査(2006)(%) 宇部簡易調査(2011)(%)
自動車 83.3 68.6
自転車 8.3 11.5
徒歩 4.4 13.4
バス 1.3 3.6
電車 0.0 0.1

その他 2.7 2.8  

 
パーソントリップ調査（実移動の調査）が実施されてい

る北海道釧路地域において，2012年に本論文の提案手法

に準じた調査（釧路簡易調査）を実施した際の PT 調査

に対する誤差傾向の分析結果を示す． 
 

5.1. 宇部市における実移動調査と簡易調査の比較分析 
 

(1) 宇部市の概要 

 2012年3月31日現在，宇部市は，人口173,327人を有 
し，高齢化率は約26%である． 
 
(2) 宇部市における調査概要 

宇部実移動調査は 2006 年 11 月 3 日（祝日），11 月 7
日（平日）の両日に実施した．調査票の配布対象は宇部

市の南部の22の小学校区（厚東，二俣瀬，小野，旧楠町

を除く）に属する 6750 世帯（13500 人），分析対象は回

収された6016人である．調査票は調査対象日の外出時の

行動を全て詳細に回答する調査形式であり，算出された

交通手段の分担率は，全回答者の全トリップに占める交

通手段別のトリップ数の割合である．以下では本調査を

宇部実移動調査（2006）と呼称する． 
宇部簡易調査は2011年10月20日配布，10月31日返

答期限とし，調査対象は 11 月 31 日までに返答のあった

ものである．調査対象は宇部市19校区のうち17校区(厚
東，鵜の島を除く)に属する 2954 人に配布．分析対象は

11月31日までに回収された989部である．調査票は「買

い物」「通院」「通勤・通学（図中では通勤）」「社交・娯

楽・飲食・余暇（図中では娯楽）」「公共・郵便・金融施

設（図中では公共）」の5つの移動目的について，それぞ

れ 3箇所まで回答可能という形式とし，交通手段，外出

頻度，外出時間帯等を尋ねる設問を使用した．算出され

た交通手段の分担率は，全回答者の全利用頻度（回／月）

に占める，交通手段別の利用頻度（回／月）の割合（第

4 章の(1)式）である．以下では本調査を宇部簡易調査

（2011）と呼称する． 
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(3) 交通手段分担率の比較 
 Table 3，Table 4に，通勤，買い物目的の移動の交通手

段分担率の比較を示す．Table 3，Table 4のいずれにおい

ても，自動車の分担率は宇部簡易調査(2011)の方が低く

なっている．また，通勤目的の移動の方が買い物目的の

移動よりも自動車分担率の差が小さい．差異の原因とし

て考えられるものを，調査方法に起因する要因と時間経

過に起因する要因に分類し，以下の(4)，(5)に示す． 
(4) 調査方法に起因する想定要因 

 
a.低頻度買い物先による影響  

4.2（2）で議論したように，宇部簡易調査(2011)は高頻

度の買い物先のみを尋ねており，日常的な買い物先の回

答が多くなったと考えられる．そのため，自動車利用率

の高い低頻度の買い物先の回答が少なくなり，結果とし

て宇部簡易調査(2011)の自動車分担率が低くなったと考

えられる． 
 
b. 配布方法の影響  

宇部簡易調査(2011)は住民基本台帳から回答者をラン

ダムに抽出し，調査票を配布した．しかし宇部実移動調

査（2006）は自治会を通して調査票を配布した．そのた

め宇部実移動調査（2006）では調査票が，体力的に自動

車車が運転できるような居住者により多く配布されがち

であった可能性がある． 
 
(5) 時間経過に起因する想定要因 

 
a.モビリティ・マネジメントの効果 

宇部市では両調査の間に通勤交通を対象にモビリテ

ィ・マネジメントを実施しており，その効果として通勤

の自動車分担率が低くなったとも考えられる． 
 

b. 高齢化 

居住者(回答者)全体の高齢化により，自動車分担率が

低下した可能性も考えられる． 
 

5.2. 北海道釧路地域における簡易調査の誤差傾向分析 
 宇部市の場合，実移動調査と簡易調査の実施時期に 5
年の時間差があり，調査方法に起因する要因と時間経過

に起因する要因を分離することは容易ではない．そこで，

他の地方都市で同様の簡易交通実態調査を行った場合，

調査方法に起因する要因による交通手段の分担率の差

が生じるのかを確認する必要があると考えられる．この

際，都市規模が類似しており，かつ近年 PT 調査を実施

した都市を対象に簡易調査を実施することが望ましい．

本研究では2010年にPT調査が実施された北海道釧路地

域(釧路市，釧路町，白糠町)を対象として，インターネ

ット上で宇部簡易調査(2011)と同様のアンケート調査(以
下，釧路簡易調査(2012))を行った．釧路簡易調査(2012)
では主に交通手段の分担率について把握することを目

的とする．宇部簡易調査(2011)の調査票を元に，全トリ

ップの交通手段の分担率と目的別の交通手段の分担率

を把握するためのアンケートを作成，実施した． 

 
(1) 北海道釧路地域の概要 
 2012年3月31日現在，釧路市は，人口182,263人を有

し，高齢化率は約26%である．釧路町は人口20,679人を

有し，高齢化率は約20%である．白糠町は人口9,294人
を有し，高齢化率は約32%である． 
 
(2) 北海道釧路地域のアンケート調査概要 
 釧路PT調査(2010)の調査日は2010年10月26日（平

日），11月9日（平日），10月 24日（休日），11月7日
（休日）である．調査対象は釧路市，釧路町，白糠町に

属する住民のうち，平日は8898世帯(17936名)，休日は

6435世帯(12165名)である．調査票は1日の行動を全て

記入するダイアリー方式である．サンプル数は，平日は

8,898世帯(17,936名)，休日は6,435世帯(12,165名)である．

算出された交通手段の分担率は，平日と休日それぞれの

全トリップに占める交通手段別のトリップ数の割合であ

る．釧路簡易調査(2012)は前半部分が回答者の属性・公

共交通の利用頻度の設問，後半部分は日常生活における

移動についての簡易交通実態調査である．サンプル数は

500名である． 
 
(3) 釧路簡易調査(2012)の誤差傾向分析 
釧路簡易調査(2012)は，調査に要する労力の制約から，

インターネット調査を利用したが，十分な人数の若年層

(20歳代)及び高齢者層(60歳以上)の回答者を確保するこ

とが困難であることは事前に指摘されていた．結果とし

て，20~29歳(9%，43名)と60歳以上(8%，41名)の回答

者が少なく，回答者は30~39歳(28%，141名)，40~49歳
(32%，159名)，50~59歳(23%，116名)の年齢に集中した．

一般に，年齢によって交通行動は異なるものと考えられ

る．そこで，年齢の要素を排除するために，釧路PT調

査(2010)と釧路簡易調査(2012)の比較は，両調査とも

30~39歳，40~49歳，50~59歳の各世代のデータを用いて

行った．目的別で交通手段分担率を比較したところ各世

代で類似した傾向が見られたため40歳代の目的別の交

通手段分担率のみをTable 5に示す．表中の「n」は，釧

路PT調査(2010)においては各目的のトリップ総数，釧路

簡易調査(2012)においては月外出頻度推計値である．釧

路PT調査(2010)は日データ，釧路簡易調査(2012)は月デ

ータであることから，回答者数が少ないにも関わらず，

釧路簡易調査(2012)の方が大きなnの値となっている．
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Table 5 交通手段分担率の比較（釧路地域・40歳代） 
釧路PT調査
(2010)(%)

釧路簡易調査
(2012)(%)

母比率の検定

[通勤] n=1770 n=1494
自動車 86.3 87.1

公共交通 2.2 2.7
徒歩 8.0 7.5

自転車 0.3 1.3 **
その他 3.2 1.3 **

[平日の買い物] n=496 n=2540
自動車 81.9 80.8

公共交通 0.8 0.4
徒歩 11.7 15.0 *

自転車 0.0 3.2 **
その他 5.6 0.5 **

[休日の買い物] n=793 n=1308
自動車 90.7 82.9 **

公共交通 0.4 0.3
徒歩 6.8 13.8 **

自転車 0.1 2.8 **
その他 2.0 0.2 **
[通院] n=67 n=172
自動車 88.1 73.3 **

公共交通 6.0 0.6
徒歩 4.5 7.6

自転車 0.0 12.2 **
その他 1.5 6.4 *

*は5%有意差、**は1%有意差を示す。 
 

考察を以下に示す． 
 
・通勤目的の移動の自動車分担率については，各世代で

釧路PT調査(2010)と釧路簡易調査(2012)の間に有意差

は認められない．すなわち，簡易調査による通勤目的

の移動の自動車分担率の誤差は小さい．本論文で提案

する簡易調査によっても通勤交通の自動車分担率の

推定は可能と考えられる． 
・平日の買い物目的の移動についても，両調査の自動車

分担率は比較的一致している．一方休日の買い物目的

の移動では各世代で有意差が見られ，簡易調査は休日

の買い物目的の移動の自動車分担率を過小に推定す

る傾向があると考えられる． 
 
・通院目的の移動も，簡易調査では自動車分担率が過小

に推定されていると考えられる． 
 
・公共交通や自転車，徒歩など分担率の低い交通手段に

ついては，簡易調査で正確に分担率を推定することは

困難である． 
 
・宇部市，釧路地域双方において，実移動の調査よりも

簡易調査において自動車分担率が過少に推計される

傾向が存在する．従って，実移動の調査と簡易調査の

間の自動車分担率の誤差は，地域特性や時間経過に起

因する要因ではなく，調査法に起因するものと考えら 

れる． 
 
簡易調査は，調査方法から低頻度外出先の目的地を把

握できないため，日用品以外の低頻度外出先が多いと考

えられる休日の買い物や，突発的要因による通院などの

移動は把握できないことが明らかとなった．一方，通勤

交通や平日の買い物交通など習慣的移動の自動車分担

率については簡易調査によっても推定可能であると考

えられる． 
 

 
6. 簡易交通実態調査に基づいた中小地方都市の公

共交通マネジメント 
 
本章では，本論文で提案する簡易交通実態調査に基づ

いた，中小地方都市の公共交通マネジメントについて議

論する．簡易交通実態調査データの利用可能性として，

以下の3点が挙げられる． 
 
①公共交通計画の立案 

簡易交通実態調査に基づいて公共交通計画を立案す

る場合，対象とする移動ニーズは習慣的な移動となる．

具体的には， 
・日常的な買い物目的の移動 
・定期的な通院目的の移動 
が中心となる．すなわち，自動車を利用できない市民の，

日常生活における移動ニーズの充足が，計画の主目的と

なる．3 章のヒアリング結果においても，中小地方都市

においてはこれらの移動目的が最重視されていることが

明らかになっている．中小地方都市は，簡易交通実態調

査により，公共交通計画策定時に最低限必要な情報を獲

得できると考えられる．外出習慣の調査であることから，

自宅と単一外出先の間の単純往復のトリップが主体とな

る．これも，4.2(3)で議論したように，地方都市の公共交

通が複数外出先を回遊する移動ニーズに対応することは

現実的に困難であることから，妥当と考えられる． 
 
②通勤交通を対象としたモビリティ・マネジメント 

第5章で示したように，簡易交通実態調査によっても，

通勤目的の移動の自動車分担率の誤差は比較的小さい．

そこで，簡易交通実態調査を数年間隔で実施することが

できれば，通勤交通の自動車依存度の経年変化を把握す

ることができる．これにより，都市単位での通勤交通を

対象としたモビリティ・マネジメントの効果計測も可能

となると考えられる． 
 

③公共交通のあり方に関する合意形成 

地方都市においては，市民の大半が日常的に自動車を
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利用しており，公共交通の利用機会のない市民も多い．

そのため，協議会等において移動ニーズについて議論す

る際も，実態と乖離した議論となることも少なくない．

簡易交通実態調査によって自らの都市の交通の実態につ

いての情報を共有することによって，建設的な議論が可

能となることが期待される． 
 
 

7. おわりに 
 
以上，本論文では，中小地方都市における公共交通計

画の立案に必要な情報を獲得するための簡易な交通実態

調査手法について考察を行った．本論文では，人口 30
万人以下の大都市圏域外の中小地方都市を対象とした．

調査項目の必要度や移動目的別の実態把握の優先度につ

いて，山口県内自治体の公共交通担当者に対してヒアリ

ングを実施した．その結果に基づいて，調査の対象を実

移動から外出習慣に変更することを主とした，簡易交通

実態調査の手法を提案した．さらに，提案した簡易調査

手法における交通手段分担率推定の誤差に関する分析結

果を示し，通勤目的の移動や，平日の買い物目的の移動

においては，自動車分担率を推定可能であることを示し

た． 
中小地方都市においては，必ずしも交通工学を専門と

しない職員が単独で交通政策立案に当たらざるを得ない

ケースも少なくない．簡易な交通実態調査手法を標準化

することは，これらの都市における交通政策実行を支援

することにつながると考えられる． 
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付録 本論文の提案に基づいた調査票の例 
 

 

1) 日常的なお買い物について（食料品、日用品などのお買い物）
 選択の問いでは、当てはまる番号に○を、当てはまる回答の□に✓を付けてください。

　【回答に当たって】 あなたが「日常的なお買い物」をする店舗を、３店舗程度想像してください。
３店舗より少なくても構いませんが１店舗はお答えください。

平日
 ✔週に
    月に （  ２  ）回

    週に
    月に （     ）回

    週に
    月に （     ）回

    週に
    月に （     ）回

土
日祝

    週に
 ✔月に （  1  ）回

    週に
    月に （     ）回

    週に
    月に （     ）回

    週に
    月に （     ）回

平日
 ✔午前
 　 午後

　　

　(　10　)
　　　　　　時頃

    午前
    午後

　　

　(　　　)
　　　　　　時頃

    午前
    午後

　　

　(　　　)
　　　　　　時頃

    午前
    午後

　　

　(　　　)
　　　　　　時頃

土
日祝

    午前
 ✔午後

　　

　(　17　)
　　　　　　時頃

    午前
    午後

　　

　(　　　)
　　　　　　時頃

    午前
    午後

　　

　(　　　)
　　　　　　時頃

    午前
    午後

　　

　(　　　)
　　　　　　時頃

回　　　　　　　　　　答　　　　　　　　　　欄

3

  1.自宅から
　2.勤務先から
　3.学校から
　4.別のお店から
　5.その他
　　（　　　　　　   　　）

　1.徒歩
　2.自転車
　3.自動車
　4.バス
　5.電車
　6.タクシー
　7.その他

お店の
名前

は何ですか？

質　　問

そのお店に
到着する

時間はいつ
ですか？　

(最も多い時間帯を
お答え下さい)

所在地
目印となる施設等、

できるだけ場所が分かるように
お答え下さい。

（分からなければ、
空白でも構いません。）

そのお店に
どこから

行くことが最も
多いですか？

そのお店に
どうやって

行きますか？

そのお店に
どれくらい

行きますか？

2

  1.自宅から
　2.勤務先から
　3.学校から
　4.別のお店から
　5.その他
　　（　　　　　　   　　）

　1.徒歩
　2.自転車
　3.自動車
　4.バス
　5.電車
　6.タクシー
　7.その他

　1.自宅から
　2.勤務先から
　3.学校から
　4.別のお店から
　5.その他
　　（　　　　　　   　　）

　1.徒歩　
　2.自転車
　3.自動車
　4.バス
　5.電車
　6.タクシー
　7.その他

  1.自宅から
　2.勤務先から
　3.学校から
　4.別のお店から
　5.その他
　　（　　　　　　   　　）

　1.徒歩
　2.自転車
　3.自動車
　4.バス
　5.電車
　6.タクシー
　7.その他

記入例 1

 例：○○商店街
 例：○○コンビニ○○店
 例：○○商店○○店

  例：○○駅前
  例：○○高校の近く
　例：○○町○丁目 
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sized cities is proposed. This study focuses on the middle/small sized cities whose populations are less than 300 
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